
工場適地調査の見直しについて（案） 

 

 

１． 工場適地調査の概要 

工場立地の適正化を図ることを目的として、工場立地法第２条に基づき毎年度実

施している。全国の工場適地（工業の立地に適した一団の土地）について、用地の

面積・地目・地質、用水事情、周辺の産業インフラの整備状況等の具体的情報を調

査（Ｃ調査）するとともに、都道府県単位の人口・産業の趨勢、地方自治体の工場

立地担当窓口等も調査（Ａ調査）している。調査は、都道府県の協力を受けながら、

各地方経済産業局単位で実施している。 

調査結果は、工場立地調査簿に登載し、経済産業省本省及び各地方経済産業局に

おいて、工場を設置しようとする事業者等の閲覧の用に供している。 

 

２．今回の見直し案 

   上述のとおり、工場立地調査簿は紙媒体で作成されているため、閲覧を希望する

事業者等は、経済産業省本省又は各地方経済産業局に出向く必要がある。このため、

実際に閲覧に訪れる者は極めて少数（年間数十件）に留まっており、十分に活用さ

れているとは言い難い状況にある。 

   このため、工場を設置しようとする事業者等が容易に情報にアクセスできる環境

を整備するため、このたび、調査簿情報をデータベース化し、経済産業省ホームペ

ージ上に掲載することとしたい。（平成１９年度中を予定） 

  

３．見直しにあたっての留意事項 

   ホームページ上に掲載する情報は、Ｃ調査簿記載の情報のうち主要な項目とする。

ただし、地目別地番・面積一覧のような個別の土地情報に直結する情報については、

例えば不動産の買い占めを目論むブローカー等が、調査の本来目的に反した用途に

情報を用いる可能性を排除するため、掲載を控えることとする。 
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